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令和７年度普通交付税の交付額の決定 

 

７月２９日に閣議報告の上、令和７年度普通交付税額が決定されました。鳥取県及び県内市町村分につい

ては次のとおりです。 

 

１ 本県の決定額                                 （単位：千円） 

区 分 

普通交付税決定額 普通交付税決定額＋臨時財政対策債（※）発行可能額 

令和７年度 

A 

令和６年度 

B 

増減額 

C(=A-B) 

増減率 

D(=C/B) 

令和７年度 

E 

令和６年度 

F 

増減額 

G(=E-F) 

増減率 

H(=G/F) 

県 分 142,762,817 141,480,361 1,282,456 0.9％ 142,762,817 141,967,300 795,517 0.6％ 

市 分 43,225,816 42,314,104 911,712 2.2％ 43,225,816 42,992,229 233,587 0.5％ 

町村分 47,619,386 46,635,728 983,658 2.1％ 47,619,386 46,777,385 842,001 1.8％ 

市町村分計 90,845,202 88,949,832 1,895,370 2.1％ 90,845,202 89,769,614 1,075,588 1.2％ 

※ 臨時財政対策債：地方一般財源の不足に対処するための特例地方債（後年度の普通交付税で全額措置） 

※ 令和６年度の数値は当初算定分であり、再算定分は含まない。 

 

２ 令和７年度普通交付税交付決定の状況（県・市町村） 

【県分】 

○普通交付税額は１，４２８億円となり、前年度に対して＋１２．８億円となった。 

○臨時財政対策債は、制度創設（Ｈ１３）以降、初めてゼロとなり、前年度に対して△４．８億円とな

った。 

  ○普通交付税の算定において、臨時財政対策債を含めた実質的な普通交付税額は１，４２８億円となり、

前年度に対して＋８．０億円となった。 

※前年度との比較においては全国値△２．１％に対して、本県は＋０．６％と増。 

   

 

 

 

 

 

 

 

【市町村分】 

○普通交付税額は９０８億円となり、前年度に対して＋１９．０億円となった。 

○臨時財政対策債は、制度創設（Ｈ１３）以降、初めてゼロとなり、前年度に対して△８．２億円とな

った。 

○普通交付税の算定において、臨時財政対策債を含めた実質的な普通交付税額は９０８億円となり、前

年度に対して＋１０．８億円となった。 

※前年度との比較においては全国値＋０．２％に対して、本県は＋１．２％と増。 

 

 

 

 

 

 

３ 普通交付税の交付時期 

毎年４、６、９、１１月に交付（４、６月分は前年度交付額に基づき概算交付済み） 

■県分の増減理由 ※前年度との比較 

・基準財政需要額の増 ＋２４．７億円 個別算定経費の増（+35.5億円）、包括算定経費の増（+10.1億円）、公債 

費の減（△22.0億円） ほか 

・基準財政収入額の増 ＋１７．１億円 個人県民税(所得割･均等割)の増（+16.7億円）、特別法人事業譲与税の 

増（+7.9億円）、法人事業税の増（+5.5億円）、地方消費税の減（△1.4億 

円）、地方特例交付金(定額減税減収補てん)の減（△11.4億円） ほか 

 

■増減率の大きい団体（市町村分）※前年度との比較 

・日南町  ＋8.2％：中学校費(生徒数)の増、小学校費(児童数)の増、公債費(過疎対策債)の増 等 

・日吉津村  ＋4.4％：地域振興費(人口)の増、包括算定経費(人口)の増、こども子育て費の増 等 

・岩美町  ＋3.3％：地域振興費(人口)の増、包括算定経費(人口)の増、こども子育て費の増 等 

 



（参考） 

 

 

 

 

（参考）

区　　分 令和７年度 令和６年度 増　減　額 増減率 令和７年度 令和６年度 増　減　額 増減率

A B C(=A-B) D(=C/B) E Ｆ G(=E-F) H(=G/F)

県    分 142,762,817 141,480,361 1,282,456 0.9% 142,762,817 141,967,300 795,517 0.6% 0

鳥 取 市 22,777,853 22,440,072 337,781 1.5% 22,777,853 22,898,675 △ 120,822 △0.5% 0

米 子 市 9,954,395 9,585,524 368,871 3.8% 9,954,395 9,732,133 222,262 2.3% 0

倉 吉 市 7,261,754 7,123,964 137,790 1.9% 7,261,754 7,166,285 95,469 1.3% 0

境 港 市 3,231,814 3,164,544 67,270 2.1% 3,231,814 3,195,136 36,678 1.1% 0

岩 美 町 3,388,132 3,271,030 117,102 3.6% 3,388,132 3,281,222 106,910 3.3% 0

若 桜 町 2,011,852 1,964,230 47,622 2.4% 2,011,852 1,968,184 43,668 2.2% 0

智 頭 町 3,139,798 3,195,874 △ 56,076 △1.8% 3,139,798 3,203,478 △ 63,680 △2.0% 0

八 頭 町 5,112,602 4,974,016 138,586 2.8% 5,112,602 4,987,867 124,735 2.5% 0

三 朝 町 2,376,941 2,329,901 47,040 2.0% 2,376,941 2,336,112 40,829 1.7% 0

湯梨浜町 4,391,457 4,348,345 43,112 1.0% 4,391,457 4,362,385 29,072 0.7% 0

琴 浦 町 4,465,199 4,351,110 114,089 2.6% 4,465,199 4,366,134 99,065 2.3% 0

北 栄 町 3,580,721 3,565,251 15,470 0.4% 3,580,721 3,577,562 3,159 0.1% 0

日吉津村 824,627 783,390 41,237 5.3% 824,627 790,243 34,384 4.4% 0

大 山 町 4,770,611 4,619,278 151,333 3.3% 4,770,611 4,633,670 136,941 3.0% 0

南 部 町 3,287,401 3,261,127 26,274 0.8% 3,287,401 3,270,875 16,526 0.5% 0

伯 耆 町 3,552,067 3,513,310 38,757 1.1% 3,552,067 3,524,694 27,373 0.8% 0

日 南 町 3,264,955 3,011,472 253,483 8.4% 3,264,955 3,018,085 246,870 8.2% 0

日 野 町 1,918,896 1,932,779 △ 13,883 △0.7% 1,918,896 1,937,140 △ 18,244 △0.9% 0

江 府 町 1,534,127 1,514,615 19,512 1.3% 1,534,127 1,519,734 14,393 0.9% 0

都 市 計 43,225,816 42,314,104 911,712 2.2% 43,225,816 42,992,229 233,587 0.5% 0

町 村 計 47,619,386 46,635,728 983,658 2.1% 47,619,386 46,777,385 842,001 1.8% 0

県    計 90,845,202 88,949,832 1,895,370 2.1% 90,845,202 89,769,614 1,075,588 1.2% 0

普　　通　　交　　付　　税　　決　　定　　額 普通交付税決定額＋臨時財政対策債発行可能額

令和７年度
臨時財政
対策債発
行可能額

（単位：億円）

（参考）

区　分 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率 令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

A B C(=A-B) D(=C/B) E F G(=E-F) H(=G/F)

道府県分 92,722 92,325 397 0.4% 92,722 94,725 △ 2,003 △2.1% 0

市町村分 85,475 83,145 2,330 2.8% 85,475 85,290 185 0.2% 0

計 178,198 175,470 2,728 1.6% 178,198 180,015 △ 1,817 △1.0% 0

＊表示単位未満四捨五入しているため、項目ごとの数値と合計は一致しない。

普通交付税決定額 普通交付税決定額＋臨時財政対策債発行可能額

全国の決定額

令和６年度
臨時財政
対策債発
行可能額


